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長後地区

・藤沢市の北東端

・綾瀬市、大和市、

横浜市と接している

・引地川、境川、蓼川

が流れている



富士見が丘自治会はどこ？

ここ！

世帯数：約２２０世帯
組数：約２０組



富士見が丘自主防災会について

2001年（平成13年）に設立

→当時は自治会役員・組長が兼務

2004年（平成16年）に独立→兼務解消

役員・活動班員は事実上任期なく、

長期的に継続して防災活動に従事



富士見が丘自主防災会が力を
入れている取り組み

避難行動要支援者名簿の活用



今日の事例発表の構成

１．「避難行動要支援者」について

（１）行政の対策

（２）富士見が丘自主防災会の活動

２．その他「安全・安心な街づくり」に向けた

各種防災（防犯）活動



１．「避難行動要支援者」について
１行政の対策①

災害時要援護者対策

2006年（平成18年）

市は災害時要援護者の把握を呼びかけ

2010年（平成22年）

市は国のガイドラインに基づき「災害時要援

護者名簿」を作成

→当時は提供に消極的



２富士見が丘自主防災会の活動①

2004年独立以降、災害弱者・要援護者について、
把握・状況調査等を実施。

2011年6月

自治会・防災会合同会議で、要援護者対策協議

（同3月に発生した東日本大震災を受けて）

同年 9月

自治会として要援護者援護事業を開始



３行政の対策②

（２）避難行動要支援者対策（国の動き）

2013年6月

国は災害対策基本法改正

同年8月

避難行動要支援者の避難行動支援に係る取
組指針策定



（２）避難行動要支援者対策（市の動き）

2014年3月

市は『藤沢市避難行動要支援者避難支援プラ
ン全体計画』を制定

同年12月

「避難行動要支援者名簿」の作成、提供。

→富士見が丘自主防災会は以降毎年提供を受
ける。



2017年5月

自治会長から要援護者援護事業につき協議要請

→『避難支援プラン全体計画』を参考に、避難支
援体制の再整備・強化に向けた取組着手

４富士見が丘自主防災会の活動②



各市民センターに置いています。



2018年4月

１．「避難行動要支援者避難支援規定」の制定
と周知（回覧）

[内容]

①避難行動要支援者名簿

②避難支援の実施

③災害発生時の安否確認体制



・富士見が丘自主防災会の活動②

２．「規定」制定後の取組手順

①要支援者名簿の編集、要支援者の選別



２．「規定」制定後の取組手順

②聞き取り調査（2018年5,6月実施）

・富士見が丘自主防災会の活動②



２．「規定」制定後の取組手順

③避難支援プランの策定（同年6,7月）

１．「避難行動要支援者」について
・富士見が丘自主防災会の活動②



・富士見が丘自主防災会の活動②

３．活用・作成・配布ツール

・「ふじさわ防災ナビ避難行動要支援者編」

→支援者および全要支援者に配布

・「ふじさわ防災ナビ避難行動要支援者編

高齢者向けリーフレット」

→全要支援者に配布



各市民センターに置いてあります。



お手元資料をご覧ください。



・避難行動要支援者避難支援ファイル

→富士見が丘自主防災会で作成・配布

自治会役員、防災会役員・班長

→要支援者全員の名簿ほか

組長、支援者

→担当する要支援者の名簿ほか



４．名簿の更新

2019年4～7月

要支援者名簿の更新と新規対象者への対応

→新たに７名の要支援者

一方で５名の名簿削除

現在自治会全体で４０名



２．その他「安全・安心な街づくり」に
向けた各種防災（防犯）活動

・ヘルメットの配布
→全世帯に１つ

・消火バケツの配布
→全世帯に１つ

・ウォータータンクの配布
→要支援者に１つ、折り畳み10ℓ



・防災資機材の整備

折り畳みリアカー１つ

車いす３

カセットコンロ式発電機１

・街頭消火器の設置

市で１１か所設置済み

防災会で３か所設置



・「大地震発生時の地域住民の対応（集合
～応急活動・避難）要領」作成・全世帯配布



・防災訓練（年３回）

・「防災だより」発行（年６，７回）

・防災・防犯夜間合同パトロール

（夏季冬季２回）

・受動喫煙防止ポスターの作成、貼り出し
掲示板２か所、地域住民宅の道路沿いの塀に貼り出し



まとめ

１．１５年間の取り組み

２．課題


